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概要

住宅購入時における親世代からの贈与に係る税制緩和は、子世代の住宅投資を喚起するため

の政策手段として用いられている。本研究では、第一に、親の贈与動機および贈与額の内生性

を考慮した上で、贈与税緩和が子の住宅投資に与える影響を検証できる理論モデルを構築し、

第二に、理論モデルから導かれた関数関係を、戸建注文住宅購入者の個票データ（2001 年～

2007年）を用いて実証的に分析する。その結果、2003 年に実施された贈与税率の緩和（相続

時精算課税制度の導入）は子の住宅投資額を増加させ、その効果は親が利他的な動機を持ち合

わせる場合に大きくなることが示される。
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